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第１章 地域福祉計画の策定にあたって 

第１節 計画策定の背景と趣旨 

１ 計画の背景（地域社会を取り巻く状況） 

 本市の人口は、平成17年４月の妙高市誕生時の37,831人から少子高齢化の進

展に伴い減少が続いており、令和２年の国勢調査における人口は30,383人と規

模の縮小が顕著となっています。 

 また、同調査によると高齢化率は37.3％となっており、国立社会保障・人口問

題研究所（以下「社人研」という。）の将来推計（令和５年推計）によれば、人

口減少と高齢化の傾向は今後も続き、令和32年の人口は16,190 人、高齢化率は

51.6％になると予想されています。 

 このことから介護需要が年々高まることが予測される一方で、介護人材の確

保が難しくなることが見込まれるほか、超高齢社会に伴う老老介護の増加や本

来大人が担うべき家事や介護を日常的に行わなければならないヤングケアラー

の存在等の新たな課題等、今後も社会情勢の変化によってより複雑化した課題

の発生が懸念されます。 

  少子高齢化や過疎化の進行は、地域福祉の担い手の減少を招くとともに、地

域の活力や持続可能性を脅かすものです。また、単身世帯や高齢者のみ世帯の

増加により、生活の様々な場面において、支え合いの基盤が弱まり、暮らしにお

ける人と人との繋がりの希薄化が進行しています。 

このような地域社会においては、孤立や相談相手の不在といった状況から適

切な支援を受ける機会を失い、問題が深刻化していくことが想定されることか

ら、支え合いの体制づくりや多様な関係者との連携・協働を推進することで、誰

もが安心に暮らせる地域社会を目指すことが重要になっています。 

 

２ 計画の趣旨 

多様化・複雑化するニーズや課題に対応するため、国では平成29年２月に「第

１次地域共生社会」の実現を目指し、社会福祉法等の関連法令を改正しました。

本市においても、この理念を「第４次妙高市総合計画」に反映し、行政運営を行

っています。 

諸課題への対応は、行政による福祉サービス（公的サービス）の充実のみでは

実現できず、地域や住民同士が支え合う共助による取組の強化に加え関係機関

との連携等、地域が一体となった取組が必要不可欠です。 

地域福祉施策を効果的に実行するため、本市では平成24年３月に「妙高市地
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域福祉計画」を策定し、時勢の課題に対応できるよう定期的に見直しを続けて

きました。 

今回、「第４次妙高市地域福祉計画」の計画期間が満期を迎えることから、「自

助・共助・互助・公助のバランス」を基本的な考えとして地域福祉施策を推進す

るとともに、持続可能な社会の実現に向けた取組を推進するため、本市におけ

る地域福祉の方向性を示すものとして「第５次妙高市地域福祉計画」（以下「本

計画」という。）を策定するものです。 

 

３ 社会福祉制度の動向 

  地域福祉計画は、高齢者、児童、障がい者等の分野ごとの「縦割り」ではなく、

住み慣れた地域で行政と市民が一体となって支え合う総合的な地域福祉施策を

推進する計画であり、次のような関連する福祉施策の動向を踏まえて策定しま

した。 

 

①地域共生社会の実現 

  平成29年12月12日付け厚生労働省通知「地域共生社会の実現に向けた地域福

祉の推進について」において、改正社会福祉法に規定された地域包括ケアシス

テムの強化を含む包括的な支援体制の整備に向けた取組を推進し、社会福祉法

の改正内容を早期に市町村地域計画に反映させるよう求められています。 

 

②「認知症施策推進大綱」の制定による認知症施策の推進 

  令和元年６月18日に、国では認知症施策推進関係閣僚会議において、「認知症

施策推進大綱」をとりまとめました。 

認知症になっても住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けられる「共生」を

目指し、「認知症バリアフリー」の取組を進めていくとともに、「共生」の基盤の

下、通いの場の拡大等「予防」の取組を政府一丸となって進めていくものとして

います。 

 

③成年後見制度の利用促進 

  平成29年３月24日付け内閣府通知「成年後見制度利用促進基本計画の策定に

ついて」において、市町村は国の成年後見制度利用促進基本計画を勘案して、

市町村における成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計

画を定めるよう努めるものとされています。 
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④市町村自殺対策計画との調和 

  厚生労働省通知の「市町村地域福祉計画の策定ガイドライン」において、市町

村自殺対策計画との調和に配慮する旨が記載されています。 

  本市においても、令和６年３月に、第２次いのち支える妙高市自殺対策計画

を包括した「すこやかライフプラン２１」を策定し、社会の状況にあわせて計画

を定期的に見直しながら、誰も自殺に追い込まれることのない妙高市の実現を

目指して、自殺対策を進めることとしています。 

 

⑤生活困窮者自立支援制度及びひきこもりへの取組 

  平成26年3月27日付厚生労働省通知「市町村地域福祉計画及び都道府県地域福

祉支援計画の策定について」において、生活困窮者自立支援方策と地域福祉施

策との連携や生活困窮者の自立支援に関する事項を盛り込むよう通知されてい

ます。 

 

⑥再犯防止への取組 

  再犯防止は、安全・安心な社会の実現のため、政府全体の喫緊の課題とされ、

犯罪対策閣僚会議において、平成26年に「全ての国民と共に「犯罪に戻らない・

戻さない」立ち直りをみんなで支える明るい社会を創り上げること」が宣言さ

れました。加えて、平成28年には、薬物依存者や犯罪をした高齢者、障がい者の

立ち直りに向けた「息の長い」支援に関する施策を行っていくこととし、平成28

年12月に施行された「再犯の防止等の推進に関する法律」（以下「再犯防止推進

法」という。）では、再犯の防止等に関する施策を実施する責務が国だけではな

く、地方公共団体にもあることが明記され、地方公共団体は、国の再犯防止推進

計画を勘案し、地方再犯防止推進計画を定めることとしています。  
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第２節 計画の法的根拠と位置づけ 

「地域福祉計画」とは、社会福祉法第107条の規定に基づき、地域福祉の推進に

取り組むための総括的な計画として市町村が策定する計画です。 

また、平成28年5月に成年後見制度の利用の促進に関する法律が施行されたこと

から、本計画を同法第14条に基づく市町村における「成年後見制度の利用の促進

に関する施策についての基本的な計画」として位置付けます。 

併せて、平成28年12月に再犯防止推進法が施行されたことから、本計画中に同

法第８条に基づく考えや取組を記載し、市町村における「地方再犯防止推進計画」

として位置付けます。 

 

 

 

（地域福祉の推進） 

第４条 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活

動を行う者（以下「地域住民等」という。）は、相互に協力し、福祉サービスを必

要とする地域住民が地域社会を構成する一員として日常生活を営み、社会、経済、

文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が確保されるように、地域福祉の推

進に努めなければならない。 

（福祉サービスの提供体制の確保等に関する国及び地方公共団体の責務） 

第６条 国及び地方公共団体は、社会福祉を目的とする事業を経営する者と協力し

て、社会福祉を目的とする事業の広範かつ計画的な実施が図られるよう、福祉サー

ビスを提供する体制の確保に関する施策、福祉サービスの適切な利用の推進に関す

る施策その他の必要な各般の措置を講じなければならない。 

（市町村地域福祉計画） 

第107条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に

定める計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものと

する。 

（１）地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、

共通して取り組むべき事項 

（２）地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

（３）地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

（４）地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

（参考）社会福祉法より抜粋 



5 

 

（５）包括的な支援体制の整備に関する事項（①地域福祉を推進するために必要な環

境の整備に関する事項 ②必要に応じて支援関係機関に対し、協力を求めること

ができる体制の整備に関する事業 ③生活困窮者自立相談支援事業）に関する事

項 

 

 

 

（市町村の講ずる措置） 

第14条 市町村は、成年後見制度利用促進基本計画を勘案して、当該市町村の区域に

おける成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画を定めるよ

う努めるとともに、成年後見等実施機関の設立等に係る支援その他の必要な措置を

講ずるよう努めるものとする。 

 

 

 

（地方再犯防止推進計画） 

第8条 都道府県及び市町村は、再犯防止推進計画を勘案して、当該都道府県又は市町

村における再犯の防止等に関する施策の推進に関する計画（次項において「地方再

犯防止推進計画」という。）を定めるよう努めなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）成年後見制度の利用の促進に関する法律より抜粋 

（参考）再犯の防止等の推進に関する法律より抜粋 
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第３節 関連計画 

１ 法律、他計画との関係 

  本計画に関連する本市の他の計画は次のとおりです。それぞれの個別計画に

掲げられた地域福祉分野に関する事項について整合性を図っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ ＳＤＧs（持続可能な開発目標）との関係 

令和３年に本市は、人と自然が共生する持続可能なまちを目指すという提案

が認められ、「ＳＤＧｓ未来都市」（※１）に選定されました。令和４年には、

「妙高市人と地球が笑顔になるＳＤＧｓ推進条例」を制定し、必要な施策を総

合的かつ計画的に実施していくこととしています。 

地域福祉においても、誰一人として置き去りにすることなく、持続可能な地

域社会の実現を目指しています。 

ＳＤＧs（※２）には17のゴール（目標）があり、本計画で主に取り組むゴー

ルは次のとおりです。 

  

 
第
４
次
妙
高
市
総
合
計
画 

第９期妙高市高齢者福祉計画・介護保険事業計画 

妙高市こども計画(第３次妙高市子ども・子育て支援事業計画) 

すこやかライフプラン21 

 

第５期妙高市障がい者福祉計画 

 

第３次妙高市男女共同参画計画 

 

第４次妙高市人権教育・啓発推進基本計画 

 

「妙高市民の心」推進ハンドブック 

第５次妙高市地域福祉計画 

妙高市地域福祉活動計画（妙高市社会福祉協議会策定） 

連携 
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≪関連する SDGsの目標≫ 

 

 

 

 

 

 

※１ SDGs（エスディージーズ）： 
“Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）”の略称で、平成 27 年 9 月の国連

サミットにおいて、日本を含む全 193 か国の合意により採択された国際社会全体の共通目標で
す。令和 12 年までに達成すべき 17 のゴール（目標）と、それに連なり具体的に示された 169
の対象から構成されており、日本でも、誰一人として置き去りにすることなく一人ひとりが持
てる能力を発揮できる社会の実現に向けて、積極的な取組が進められています。 

 
※２ SDGs 未来都市： 

内閣府が平成 30 年度より SDGs の達成に向けた取組を積極的に進める自治体を公募し、経
済・社会・環境の三側面の統合的取組により、新たな価値を創造する提案を行った自治体の中
から SDGs 未来都市を選定。 

 

３ 地域福祉活動計画との関係 

 「地域福祉活動計画」は、社会福祉法第 109 条に規定されている「市町村社

会福祉協議会」が策定する計画で、地域住民、住民組織、さまざまな関係団体が

行う自主的な地域福祉活動等への支援やその活動への参加促進を図るための計

画です。 

  下図のとおり対象とする役割は異なりますが、両計画とも地域福祉の推進と

いう共通の目的をもっているため、お互い連携・連動しながら、策定し取組を推

進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一人ひとりが 

取り組む 

公助 

地域福祉活動計画（社協策定） 地域福祉計画（市策定） 

社会保障制度や 

サービス等 

共助 

互助 自助 
住民や地域が 

力を合わせる 

行政が提供する

サービス等 
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４ 自助・共助・互助・公助の実践 

 地域福祉において、「支える側」の減少と「支えられる側」の増加、課題の多

様化・複雑化が進んでいる現状では、「支える側」と「支えられる側」という関

係を超えて、地域住民や多様な団体が課題・問題を「我が事」と考え、つながっ

ていかなければ、課題の解決にはつながりません。 

  問題の解決には、地域で課題を抱えるかたを孤立させず、行政サービスや福

祉サービスとともに、身近な地域住民が主体となって支え合いながら、適切な

支援につなぐためのネットワークを「つなげる」ことで、地域で安心して暮らせ

る社会が実現していきます。 

  そのためにも、まずは自助（自分でできることは自分でする）、共助（介護保

険等の公的サービスの利用）、互助（お互いに助け合う）、公助（公的責任で行政

等が行う）、この４つの「助」を重層的に組み合わせることが大切です。 

  住み慣れた地域で、安心して暮らし続けることは、多くの市民の願いです。 

  地域で支え合い、安心して暮らせるために、自分自身でできること、ともに支

え合いながらできることは何かを考え実践することが、地域福祉の推進には必

要です。 

 

 

第４節 計画の期間 

  本計画の計画期間は、令和８年度から令和１２年度までの５年間とします。 

  これは、継続性をもって取組を推進し、評価を行いながら実施する他の計画

と整合を図りながら必要に応じて見直しも行うことも考慮して設定しています。 

 

 

第５節 計画の策定体制 

１ 庁内の策定体制 

  本計画は、地域福祉事業の運営主管課である福祉介護課が中心となって庁内

の関係課と連携を図り策定しました。 

 

２ 市民の意見の反映 

  計画案は、パブリック・コメントを実施し、市民の意見を反映するよう努めま

した。また、妙高市介護保険運営協議会において、計画の説明を行い、意見聴取

を行いました。 
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第２章 妙高市の現状と課題 

第１節 人口・世帯の状況 

１ 人口・世帯の推移 

   総人口は年々減少しており、令和６年度末では29,299人となっている一方

で、世帯数は微増傾向であり、12,396世帯となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年度末現在） 

 

２ 年齢３区分別人口割合の推移 

   総年齢を３区分に分けた割合でみると、15歳未満の年少人口、15歳から64

歳までの生産年齢人口、65歳以上の老年人口のすべてにおいて人数は逓減し

ていますが、総人口に占める老年人口の割合は、年々増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年度末現在） 
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３ 妙高市の人口の将来推計 

   社人研の推計に準拠すると、本市の人口は、令和11年には25,808人まで減

少すると推計されます。 

   現状の人口推移が継続した場合、本市の独自推計では令和11年の人口は

25,494人になる見込みですが、第４次妙高市総合計画に基づいて出生数の増

加、女性や若年層の定着・流入促進をはじめとした分野横断的な人口減少対

策を推進することで、将来推計人口25,808人を目指します。 

 

≪将来推計人口の推移≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：第４次妙高市総合計画 
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第２節 高齢者の状況 

１ 高齢者数・高齢化率の推移 

   高齢者数は、令和２年度から逓減していますが高齢化率は毎年増加してお

り、令和６年度で38.0％になっています。 

資料：令和７年度妙高市の保健と福祉の実態（各年度末現在） 

 

２ 65歳以上の世帯（人数）の推移 

   ひとり暮らし、高齢者のみ世帯のいずれも年々増加しており、令和２年度

と令和６年度を比較すると、ひとり暮らしが31世帯（1.3％増）、高齢者のみが

1,146世帯（34.0％増）増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和７年度妙高市の保健と福祉の実態（各年度末現在） 
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第３節 要支援・要介護認定者の状況 

１ 要支援・要介護認定者の推移 

   認定者数は、令和２年度の2,234人から徐々に減少傾向となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和７年度妙高市の保健と福祉の実態（各年度末現在） 
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第４節 子どもの状況 

１ 18歳未満の子どもの人数の推移 

18歳未満の子どもの人数は年々減少しており、令和２年度と令和６年度を

比較すると、548人（13.8％）減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和７年度妙高市の保健と福祉の実態（各年度末現在） 

 

２ 乳幼児数・出生率の推移 

   乳幼児数は令和元年度より、合計特殊出生率は令和２年度より減少傾向と

なっていますが、令和５年度に増加に転じました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和７年度妙高市の保健と福祉の実態、地区別年齢別集計（各年度末現在） 
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第５節 障がい者の状況 

１ 障がい者の推移 

障害者手帳所持者は、令和２年度から減少傾向となっていましたが、令和

６年度に増加に転じ、1,827人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和７年度妙高市の保健と福祉の実態（各年度末現在） 

 

２ 身体障害者手帳交付者の状況 

   令和２年度から手帳所持者は減少傾向にあり、重度者（１～３級）も同様

の傾向にあります。令和６年度には手帳所持者は41人（▲3.3％）減少し、

重度者は５人減少（▲0.6％）しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和７年度妙高市の保健と福祉の実態（各年度末現在） 
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３ 療育手帳交付者の状況 

   令和２年度以降、18歳未満、18歳以上ともに、年々増加傾向となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和７年度妙高市の保健と福祉の実態（各年度末現在） 

 

４ 精神障害者保健福祉手帳交付者の状況 

   令和２年度から令和４年度にかけては減少傾向にありましたが、令和５年

度より増加に転じ、令和６年度には令和２年度に比べ22人（7.4％）増加して

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和７年度妙高市の保健と福祉の実態（各年度末現在） 
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第６節 生活保護者の状況  

１ 生活保護の被保護者数、保護率の推移 

   人口減少に伴い、被保護者数、保護率とも減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和７年度妙高市の保健と福祉の実態（各年度末現在） 
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第３章 第４次妙高市地域福祉計画における取組状況と 

今後の課題 

 

第１節 地域づくり・地域コミュニティ 

誰もが安心に暮らせる地域社会を実現するためには、地域福祉の担い手の存在

が必要不可欠です。これまで市では、町内会等の自治組織や市民活動団体等が取

り組む共助活動への支援のほか、地域が主体となって支え合う取組を推進してき

ました。 

引き続き、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる持続可能な地域社会を

構築するため、地域住民が主体となって地域の課題解決に取り組み、生活に必要

な営みを住民同士で支え合う共助意識の醸成や、従来の枠組みを超えた広い範囲

での共助活動の推進と活動の中心となる人材の確保と育成が必要です。 

安全な市民生活の確保においては、犯罪や交通事故、有害鳥獣による人的被害

の防止に努めたほか、特定空き家に対する除却費用の助成を行う等、空き家の適

正管理を促進しました。今後も、犯罪や交通事故等から市民を守るため、市民への

意識啓発や地域と関係機関の連携・協力により、被害等を事前に防ぐ施策の充実

を図りながら、地域ぐるみでの安全確保に取り組む必要があります。 

 また、自然災害等の有事の際の備えにおける防災対策面では、令和２年からの

コロナ禍で、地域における防災関連の訓練や研修等の集団活動が制限されたこと

により、多くの市民の行動様式や価値観に変化をもたらしました。また、令和６年

能登半島地震においては道路が寸断し、震源地域での自治体では市職員が避難所

に駆け付けられない事態が生じる等、避難所の開設・運営方法の見直しが求めら

れました。今後は、改めて自主防災組織や市防災士会、行政等が一体となって防災

意識を高め、災害時に迅速な行動ができるよう実践的な訓練を実施するとともに、

災害発生時に自主防災組織等が主体となって避難所運営ができるよう関係者間で

役割分担や避難所備蓄品等の情報共有を図り、地域防災の強化に取り組むことが

必要です。 

 

 

第２節 人権 

人権を取り巻く環境はめまぐるしく変化しています。様々な人権問題が発生す

る中で、その問題がインターネットを介して拡散されることで更なる問題が生じ
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る等、従来の枠組みでは類型化できない多様で複雑なものとなってきています。 

インターネット上の誹謗中傷に加え、ジェンダー平等や性的マイノリティに関

する世論の高まり、外国人移住者の増加に伴う文化や価値観の相違による偏見や

差別等の新たな人権課題が増加する中、人権懇話会や男女共同参画審議会での検

証を踏まえ、幅広い人権啓発活動を実施してきました。今後も、市民一人ひとりが

人権課題に対して正しく理解し行動するために、地域や学校、企業、行政が連携

し、人権教育及び啓発活動を一層推進する必要があります。 

 

 

第３節 男女共同参画 

育児や家事、介護等を始めとした性別による固定的な役割分担意識は、個人の

能力の発揮や生き方の選択の幅を狭めることにもつながることから、その意識を

是正するよう家庭や職場等での啓発を推進していく必要があります。 

これまで、男女共同参画を推進するとともに、固定的役割分担意識の解消に向

けて市報、ホームページ等を通じて周知を図ったほか、各審議会等に対し積極的

な女性の登用を働きかけてきました。今後も女性の参画促進を重要な取組のひと

つとしつつ、男女が共に活躍する社会の実現を目指し、方針決定過程等の様々な

場面への女性の参画促進を図るとともに、男女がそれぞれの能力を発揮できる環

境づくりに向けた啓発活動に取り組む必要があります。 

 

 

第４節 高齢者福祉 

 高齢化が進展する中、定年延長や年金受給年齢の引き上げ等により、高齢者の

ライフスタイルも大きく変化しています。 

高齢者が住み慣れた地域で安心して自立した生活が送れるよう、介護予防にお

ける短期集中型サービスや通いの場への移動支援を実施するほか、高齢者を地域

全体で見守り支えあうため、生活支援体制の整備を進めてきました。 

今後も、介護予防と生活支援体制整備の取組を進めるとともに、高齢者の活動・

活躍の場づくりを通じ、社会参加を促進する必要があります。また、団塊の世代が

後期高齢者になり介護需要が高まっている一方で、介護人材の確保が難しくなっ

ていることから、地域が主体となった支え合いや助け合いの生活支援体制を拡充

していくとともに、持続可能な介護サービスの提供体制を構築していく必要があ

ります。 

 



19 

 

 

第５節 障がい者福祉 

第５期妙高市障がい者福祉計画では、基本理念として「誰もが自分らしく安心

して暮らし続けられる地域共生社会の実現」を掲げています。 

これまで、障がい者やその家族等の不安や悩み等を解消するため、相談窓口の

体制整備と充実に取り組むとともに、重度障がい者の社会参加活動を促進するた

め燃料費やタクシー利用料金の助成の見直しを行い、障がい者の生活圏の拡大及

び経済的負担の軽減を図ってきました。今後も、多様化するニーズに対応したき

め細やかな福祉サービスを提供するとともに、障がい者やその家族等の高齢化等

を見据え、障がいに対する理解と交流を深め、地域全体で支える体制を構築して

いく必要があります。 

 

 

第６節 子ども・子育て支援 

子どもを安心して生み育てることができる環境づくりのため、妊娠届出時及び

出生後に、保健師等による面談や訪問を行うとともに、各種健診を通じて、妊娠期

から出産、子育て期まで継続した支援を実施しました。また、満 18 歳までの子ど

もの医療費及び給食費の完全無償化等の経済的支援の充実を図るとともに、放課

後児童クラブや子育て広場、病児・病後児保育、ファミリー・サポート・センター

事業等を通じて、子育てしやすい環境整備に取り組みました。今後も、こども家庭

センターを中心に、安心して妊娠や出産を迎えられるとともに、支援が必要なか

たの早期発見や適切な支援につながるよう、支援体制の強化を図る必要がありま

す。 

幼児の教育・保育環境では、地域の特色を活かした自然体験活動等に取り組む

とともに、園の統合や改修等を実施し、子どもたちが安心して活動できる環境を

整備しました。今後も、持続可能な園運営と教育・保育環境の整備に取り組む必要

があります。 

 

 

第７節 健康増進 

市民一人ひとりがいつまでも健康に暮らすことができるよう、健康寿命の延伸

と生活習慣病の予防を図るため、運動習慣の定着に向けた地域におけるウォーキ

ングの普及に取り組むとともに、ハイリスク者への保健指導や未受診者への受診

勧奨を実施し、健康増進を促進してきました。今後も、市民一人ひとりが「自分の
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健康は自分で守り、つくる」という意識を高め、主体的な健康づくりにつながる機

運の醸成を図っていく必要があります。 

 また、自殺は精神保健上の問題だけではなく、過労や生活困窮等の社会的要因

が複雑化に関係する中で、追い込まれた末に起こるものと言われています。一人

でも多くの命を守るためには、周囲が変化に気づき、本人の不安や悩みを早期に

受止め、軽減していくことが重要です。本市においては、高齢者の自殺が多い現状

を踏まえ、民生委員等に対するゲートキーパーの理解促進を図るとともに、自死

遺族への支援や各種相談窓口の周知等の自殺予防に向けた取組を進めてきました。

しかしながら、自殺死亡率は依然として高い状況にあることから、引き続き関係

機関と連携しながら自殺対策を推進していく必要があります。 

 

 

第８節 生活困窮 

人口減少に伴い生活保護受給者は年々減少傾向にありますが、保護の受給に至

らない生活困窮者は依然として存在しています。 

これまで、生活困窮者や生活保護受給者が経済的・社会的に自立できるよう、生

活困窮相談支援員による家計改善や就労支援等を行ってきました。就労意欲の低

さにより就労に結び付かないケースや短期離職のケースが多いことから、今後も

個々の状況に応じた伴走的な支援を行っていくとともに、経済的な自立に向けた

就労定着のための支援を行っていく必要があります。 

また、ひきこもりから生活困窮につながるケースも多く、その多くが生活面や

社会面において複合的な問題を抱えています。引き続き、その状況に応じた包括

的な支援をきめ細かく実施し、必要な助言や情報提供、適切な支援機関の紹介等

を行うことにより、社会参加を促していく必要があります。 

 

 

第９節 権利擁護 

成年後見制度については、市報等による広報や妙高市地域包括支援センター（以

下「地域包括支援センター」という。）での相談対応、関係者向け研修等を通じて

周知・啓発を進めてきた結果、制度の認知は一定程度広がり、利用者数も微増して

います。一方で、制度の仕組みが複雑で分かりにくく、必要なかたに十分情報が届

いていない状況もあることから、今後はより分かりやすい周知と、後見の必要性

に気付いた際に円滑に相談できる窓口の明確化と周知が求められます。 

また、申立てが困難な場合には、地域包括支援センターによる手続き支援や市
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長申立、成年後見人等（以下「後見人等」という。）の報酬助成を行い、利用しや

すい環境整備を進めるとともに、選任後も継続的な相談・調整支援を行ってきま

した。しかし、身寄りのない高齢者等の増加により第三者後見人の需要が高まる

一方、専門職後見人には人数の限界があるため、親族後見人の確保・育成を含めた

担い手の拡大が課題となっています。 

さらに、地域包括支援センターを中心に、福祉・金融機関等や妙高市権利擁護支

援ネットワーク委員会を通じて専門職団体や家庭裁判所と連携し、地域全体で権

利擁護支援を進めてきましたが、支援が必要なかたの早期発見や意思決定支援を

重視した体制を確かなものとするため、関係機関・団体との連携を一層強化し、多

様で複雑化するニーズに対応できる支援体制の構築が必要です。 
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第４章 計画の基本的な考え方 

 

第１節 基本理念 

 第４次妙高市地域福祉計画では「支え合い・助け合う持続可能な地域共生社会

の実現」を基本理念として各種取組を推進してきました。 

少子高齢化や人口減少、核家族化が進み、地域・家庭・職場という人々の生活領

域における支え合い・助け合いの力が弱まっています。暮らしにおける人と人と

のつながりが弱まる中、これらを再構築することで、人生における様々な困難に

直面した場合でもお互いが思いやりを持ってその存在を認め合い、支え合うこと

により孤立せずにその人らしい生活を送ることができるような社会としていくこ

とが求められています。 

このような背景を踏まえ、市民の福祉ニーズが多種多様化する中で、高齢者、子

ども、障がい者といった分野・制度ごとに整備されてきた公的サービスだけでは

各種課題への対応が難しくなってきていることから、地域や住民同士が助け合い、

支え合う互助による取組の強化のほか、関係機関との連携等、地域が一体となっ

た取組を推進し「地域共生社会」の実現を目指します。 

そのため、第４次妙高市地域福祉計画における基本理念と、本市のまちづくり

における道標である第４次総合計画の趣旨を踏まえ、本計画の基本理念を次のよ

うに定めます。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本理念 

誰もがつながり支え合う持続可能な地域共生社会の実現 
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第２節 基本方針 

地域福祉の主体は市民ですが、行政も共に支え、推進していく責務があります。

地域福祉における課題が多様化、複雑化する中で、地域福祉をこれまで以上に推

進していくために、関連する各分野の計画との連携を図りながら課題を整理し、

次の４点を基本方針に掲げ、横断的に取り組んでいきます。 

なお、基本方針４「権利擁護の充実」に関する内容を、成年後見制度の利用の

促進に関する法律に規定される「成年後見制度利用促進基本計画」と位置付けま

す。 

 

 

 基本方針１ 市民との協働による地域福祉の推進 

 

 基本方針２ 利用者主体の福祉サービスの充実 

 

 基本方針３ 健康で安心して生活できる環境づくり 

 

 基本方針４ 権利擁護の充実 
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基本方針１ 市民との協働による地域福祉の推進 

 地域福祉の主体は、市民です。「誰もがつながり支え合う持続可能な地域共生社

会の実現」を目指すためには、市民自らが地域福祉をつくりあげ、「地域力」を向

上させていくことが重要です。そのため、地域を支える市民が地域福祉に主体的

かつ積極的に参加できる仕組みづくりを目指すとともに、ボランティアやＮＰＯ

活動の推進、地域福祉を担う人づくりを進めていきます。 

また、災害発生時における行政と地域の協働体制の確立や、地域における防犯

対策の推進等、誰もが安心して生活できる環境づくりを推進します。 

 

 

基本方針２ 利用者主体の福祉サービスの充実 

高齢者や障がい者、子どもを含めた支援を必要とするかたが、自立した生活を

地域で営むことができるよう、総合的な相談支援機能の充実を図ります。 

また、福祉サービスを必要とするかたがサービスを適切に選択し利用できるよ

う、地域や関係機関と連携しながら質の高い福祉サービスの提供に努めるととも

に、サービス利用に向けた情報提供の充実を図っていきます。 

 

 

基本方針３ 健康で安心して生活できる環境づくり 

 市民がいつまでも健やかに、自分らしく生活するために、健康づくりや生きが

いづくり、就労・就業等への支援を行うとともに、家庭や地域で安心して子育てが

できる環境となるよう、支援体制等の充実を図ります。 

 

 

基本方針４ 権利擁護の充実 

 認知症や障がい等により判断能力が低下しているかたへの各種サービスの利用

援助や財産管理、身上監護（※１）等を始めとする権利擁護に関する支援や相談に

対応できるよう、成年後見制度を円滑に利用できる支援体制等の充実を図ります。 

 

※１ 身上監護： 
成年後見人等が被後見人等の生活・医療・介護に関する契約や手続きを代行し、その心身の

安定を図ること。 
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第３節 施策の体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本理念 誰もがつながり支え合う持続可能な地域共生社会の実現 

基本方針２ 利用者主体の福祉サービスの充実 

基本方針１ 市民との協働による地域福祉の推進 

（２）地域福祉を担う人づくり 

（３）安全安心を共に支える地域づくり 

（２）福祉サービスの提供体制の強化 

（１）相談支援機能の充実 

基本方針３ 健康で安心して生活できる環境づくり 

（１）健康で心豊かに暮らせるまちづくり 

（２）市民の誰もが生涯現役のまちづくり 

（３）安心して子育てできる環境づくり 

基本方針４ 権利擁護の充実 

（１）地域福祉を支える「地域力」の向上 

（１）成年後見制度の周知・啓発 

（２）利用しやすい環境整備と担い手の支援 

（３）地域連携ネットワークの機能強化 
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第５章 地域福祉推進のための施策 

 

第１節 市民との協働による地域福祉の推進 

（１）地域福祉を支える「地域力」の向上 

高齢化や少子化、人口減少が進み、ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯と

いった、見守りや支援が必要なかたが増加する中、住民同士のつながりは希薄

化し、地域社会全体の結びつきが脆弱になっていると言えます。 

このような状況の下で、「自らの地域は、自らが守る」といった地域づくりを

基本に置き、地域と行政がそれぞれの立場で役割を担い、住み慣れた地域で安

心して暮らし続けられるよう「地域力」を高めるため、それぞれが一体となって

地域課題の解決を図るとともに、関係機関や地域福祉推進の主体である妙高市

社会福祉協議会（以下「社会福祉協議会」という。）との連携を強化し、地域福

祉にかかわる施策を推進していきます。 

 

①誰もが安心して暮らせる地域づくりの推進 

高齢者の生活を介護保険等の公的なサービスだけで支えることが難しく

なってきており、高齢者がいつまでも住み慣れた地域で暮らし続けるため

には、住民同士が支え合い、助け合いながら課題を解決していく仕組みが

必要です。 

住み慣れた地域でいつまでも安心して住み続けられるよう、地域住民が

中心となり、社会福祉協議会等の福祉事業所や各種団体等の地域の様々な

社会資源とつながりながら、地域課題を住民同士で解決していく仕組みを

構築します。 

 

【施策の目標値】 

項 目 指標の説明 現況値(R5) 目標値(R12) 

地域の福祉的課

題の解決を検討

している圏域数 

生活支援コーディネーター

と生活支援協議体が設置さ

れ、福祉的課題を検討して

いる圏域数 

１圏域 ４圏域 

   ※目標値については、第４次妙高市総合計画及び各種個別計画等と施策方針の整合性を確

保するため、各計画に掲載している目標値（最終年度）を本計画における令和 12 年度

の目標値として引用しているもの。実際の令和 12 年度の目標値は、各計画において定
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めるものとする。以下、すべての施策の目標値において同じ。 

 

②地域の自主性・主体性を尊重した地域運営組織の構築 

  市民同士のつながりの希薄化等により、地域づくり活動が弱まっている

ことから、市民一人ひとりが地域の将来を考え、地域の一員として自らの

手で地域を守り、つくるという自覚を持てるよう意識改革を進めることが

必要です。また、自治会の中には人口減少や高齢化に伴い、共同作業等の継

続が困難になる等、今までの仕組みが限界を迎えつつある状況も見受けら

れることから、こうした単体の自治会だけでは解決できない課題に対応す

るため、自治会同士の連携のほかに、従来の枠組みを超えた広い範囲の新

たな仕組みとしての「地域運営組織」の構築の支援が必要です。 

そのために、地域の若者や女性等も参画し、自由に意見が言える話し合

いの場づくりを促進し、単体の組織では活動が困難になった部分を補完し

合う地域コミュニティの推進と同時に、地域の福祉的課題の解決を行う圏

域づくりの組織の構築に向けた取組を継続します。 

 

【施策の目標値】 

項 目 指標の説明 現況値(R5) 目標値(R12) 

地域運営組織の

設立・運営数 

地域住民が中心となって

地域の課題解決に向けた

取組を始めた組織数 

４組織 ５組織 

※地域運営組織： 
地域の暮らしを守るため、地域で暮らす人々が中心となって形成され、地域課題の決

に向けた取組を持続的に実践する組織。 

 

③社会福祉協議会の活動の促進 

社会福祉協議会は、社会福祉法において「住民主体による地域福祉の推

進を図ることを目的とする団体」と定められており、これまでも地域住民

を主体としたボランティア活動の推進等をはじめ、地域の様々な生活課題

や福祉課題の解決に取り組んでいます。 

高齢者や障がい者、生活困窮者等が区別なく尊重され、誰もが住み慣れ

た地域で安心して生活できる地域づくりを行うためには、地域福祉推進の

主体である社会福祉協議会の役割が重要となることから、引き続き連携を

強化するとともに、協議会への支援を行っていきます。 
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【施策の目標値】 

項 目 指標の説明 現況値(R5) 目標値(R12) 

社会福祉協議会

事業の利用者数 

社会福祉協議が実施

する事業の利用者数 
８４１人 ９００人以上 

 

 

（２）地域福祉を担う人づくりのための意識啓発 

誰もが社会的に孤立することのない、地域福祉を広く進めていくうえでは、

性別や年齢、障がいの有無等の枠組みを超え、一人ひとりが区別なく支え合う

ことが重要です。 

このため、市民の人権意識の向上、男女共同参画意識の醸成、多文化共生を推

進し、それぞれの分野において市民意識の啓発を行うことで地域福祉を担う人

づくりを進めます。 

 

①人権教育の推進と人権の尊重 

  子どもへの虐待行為やインターネット上の誹謗中傷、外国人や性的マイ

ノリティ等に対する不当な差別や偏見等、複雑で多様な人権問題が依然と

して存在していることから、市民が互いを認め合い、尊重し合いながら自

分らしく生きることができる環境づくりが必要です。 

  そのために、幼少期からの一貫した人権教育・啓発等の充実、性的マイノ

リティ等の多様な人権問題に対する学びの機会確保や啓発による個人の意

識変革・行動変容の促進等を図り、様々な人権課題に対応できるよう施策

の実施に努めます。 

 

【施策の目標値】 

項 目 指標の説明 現況値(R5) 目標値(R12) 

市民一人ひとり

の人権が尊重さ

れていると感じ

る市民の割合 

人権に関する

市民意識調査
における回答

割合 

６９．６％ ７５．０％ 

 

②男女共同参画と女性活躍の実現 

男女共同参画に対する意識が浸透しつつありますが、職場や社会通念等

において、一定割合のかたは男性優遇と感じています。このため、性別によ
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る固定的役割分担意識の解消や性別に関わらず活躍できる環境づくりを進

めるとともに、男女双方の意識改革や行動変容を促進する必要があります。

また、男女が共に能力を発揮できる社会の実現に向けて、女性のキャリア

に対する志向や働き方に関するニーズの高まりに対し、個性と能力を発揮

できる環境を整えることが必要です。 

そのために、民間企業や自治会等での女性登用を促進するための啓発等

の実施、女性活躍推進に向けた情報発信や講演会等の開催を通じ、方針決

定過程等の様々な場面への女性参画の促進を図ります。 

 

【施策の目標値】 

項 目 指標の説明 現況値(R5) 目標値(R12) 

市の審議会等

における女性

登用率 

市が設置する

審議会等への

女性の登用率 

３０．０％ ３５．４％以上 

 

③多文化共生の推進 

外国人観光客や外国人労働者等が増加していることから、互いの文化や

風習等を理解する市民意識の醸成と、外国人が地域社会の一員として受け

入れられ、生活できるような環境整備が必要です。 

そのために、外国人支援協力員と地域と関係機関が連携した外国籍市民

との相互理解に向けた支援に取り組むとともに、行政サービスや地域情報

等の多言語対応や日本語指導等の支援を実施します。 

 

【施策の目標値】 

項 目 指標の説明 現況値(R5) 目標値(R12) 

外国人支援協

力員活動件数 

市内外国人等

に対し協力員

が支援した年

間件数 

１５件 １００件 

 

 

（３）安全安心を共に支える地域づくり 

ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯、障がい者・乳幼児等の子どもがいる

世帯等の災害が発生した時に支援が必要となる世帯について、地域が把握し、

支援し合える体制を整備しておくことが重要であるため、市民や自主防災組織、
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行政、関係機関が「自助」、「共助」、「互助」、「公助」の役割を果たし、連携を深

めることによって災害に強い仕組みを整えます。 

また、ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯、認知症高齢者等の配慮が必要

なかたが、地域から孤立することなく、住み慣れた地域で安心して暮らし続け

られるよう、地域防犯力の向上のほか、外部からの見守り支援に取り組みます。 

 

①自主防災組織や関係機関との連携強化 

災害等に備えるためには、「自助」、「共助」、「互助」、「公助」による取組

の推進が重要であることから、自主防災組織や防災士会、消防団等と連携

した活動の促進、避難行動要支援者の個別避難計画の策定と支援体制の強

化等を行い、市民一人ひとりの防災意識の高揚を図るとともに、自主防災

組織や関係機関との連携を強化します。 

 

【施策の目標値】 

項 目 指標の説明 現況値(R5) 目標値(R12) 

自主防災組織

の実践的な防

災訓練の実施

率 

全自主防災組

織に占める訓

練を実施した

組織の割合 

５８．３％ ８５．０％ 

 

②地域での見守り活動等の推進 

ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯、認知症高齢者等の配慮が必要な

かたが、地域から孤立することなく、住み慣れた地域で安心して暮らし続

けていくためには、地域住民の相互の助け合いや支え合い、関係者間の連

携による緩やかな見守り支援が必要なことから、地域包括支援センターや

社会福祉協議会に配置されている専門職による実態把握、地域住民との連

携による見守り活動を行い、孤立を防ぐとともに、必要に応じて公的サー

ビスにつなげる等の支援を実施します。 

 

【施策の目標値】 

項 目 指標の説明 現況値(R5) 目標値(R12) 

見守り支援世

帯数 

見守り支援を

行っている世

帯数 

３６７件 ４００件 
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③地域における防犯対策・再犯防止対策の推進 

核家族化や生活様式の多様化により、地域の人間関係や規範意識が希薄

化し互いの生活に無関心な傾向が強まる中、社会情勢を反映した新たな犯

罪から市民を守るため、「地域の安全は地域住民で守る」という意識を持ち、

防犯組織の活動支援等を進めるとともに、詐欺被害の未然防止に向けた情

報提供、高齢者世帯への通話録音装置の貸し出し、消費生活に係る相談機

会の提供等の防犯対策を推進することで、地域の防犯意識や防犯力を高め

ます。 

また、再犯率は、近年上昇傾向にありますが、新たな被害者を生まない、

「安全・安心な社会の実現」のため、他機関や保護司等の協力者と一層連携

し、犯罪行為をしたかたに対する社会内における適切な指導及び支援のほ

か、就業機会や住居の確保等の側面的支援に努めます。 

 

【施策の目標値】 

項 目 指標の説明 現況値(R5) 目標値(R12) 

刑法犯罪発生件

数 

妙高警察署が把

握している年間

の市内発生件数 

１１０件 

（暦年） 

１００件以下 

（暦年） 

 

 

第２節 利用者主体の福祉サービスの充実 

（１）相談支援機能の充実 

地域の中で安心して暮らしていくためには、市民の困りごとに対し切れ目の

ない適切な相談支援が受けられる体制の構築が必要です。そのためには、相談

窓口での専門的かつ包括的な対応により、必要なサービスにつなげていくこと

が重要となります。 

また、地域包括支援センターを設置する中で、重層的かつ包括的な相談支援

等の役割を果たすため、障がいや児童福祉等の他分野との連携を進め、相談支

援機能の更なるの強化を図ります。 

 

①包括的な相談窓口の充実 

市民からの相談に適切に応じられるよう、市民総合相談室のほか、こど
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も家庭センターや地域包括支援センター等の相談窓口を設置するとともに、

関係部署との連携強化を図り、包括的な相談支援体制の充実に努めます。 

 

②重層的な支援体制の強化 

重層的支援体制の整備を進めるため、まずは①本人や家族等から各種相

談を幅広く受け付けるワンストップ型の相談支援体制 ②相談内容に応じ

保健・医療・福祉サービスや関係機関等につなげる支援体制 ③相談後も

継続した見守りや支援が受け続けられる支援体制 ④地域社会からの孤立

を防ぐとともに地域における安全安心な暮らしを続けられる支援体制の構

築を図ります。 

 

【施策の目標値】 

 

 

 

 

※重層的支援体制： 
本人・世帯が有する複合的な課題を包括的に受け止め、継続的な支援を行いつつ、適

切に支援していくために、次の３つの支援を一体的に行う包括的な支援体制。 
①断らない相談支援 ②参加支援 ③地域づくりに向けた支援 

 

③障がい者支援、相談の充実 

障がい者支援については、障がい者の偏見や差別を解消し正しい理解と

認識を深めることができるよう広報・啓発に努めるとともに、支援ニーズ

に対応した適切な福祉サービスを提供するため、事業所に対し相談支援専

門員の養成を働きかけていく必要があります。また、手話が日本語と同じ

言語であるという認識が十分に広がっていないことから、より多くの市民

が様々な場面において手話に触れ合える環境づくりを推進していくため、

手話の普及啓発や意思疎通支援の施策を推進するとともに、手話奉仕員の

確保・育成を進めます。 

 

【施策の目標値】 

項 目 指標の説明 現況値(R5) 目標値(R12) 

手話奉仕員数 手話奉仕員数 ４人 ８人 

 

項 目 指標の説明 現況値(R5) 目標値(R12) 

相談受け付け延

べ件数 

相談事業の受け

付け延べ件数 
１，０２１件 １，２５０件 
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（２）福祉サービスの提供体制の強化 

複雑化・多様化する福祉ニーズに適切に対応し、福祉サービスが必要なかた

やその家族が安心してサービスを利用できるよう、医療、介護、福祉に関わる多

様な機関・団体等がつながり密に連携することでサービスの提供体制の強化を

図ります。 

 

①サービス提供体制の充実 

支援を必要とする高齢者に対して、必要なサービスが提供されるよう、

地域ケア会議やみょうこうケアフォーラム、妙高市介護ネットワークを通

じた多職種連携を強化し、医療、介護、福祉に関わる専門職の連携の質を更

に高めます。また、引き続き、相談や同行訪問をはじめ、居宅介護支援専門

委員会（ケアマネ広場）や地域ケア個別会議等を通じて介護支援専門員を

支援します。 

 

【施策の目標値】 

項 目 指標の説明 現況値(R5) 目標値(R12) 

みょうこうケア

フォーラム開催

回数 

みょうこうケア

フォーラム開催

回数 

２回 ２回 

 

 

第３節 健康で安心して生活できる環境づくり 

（１）健康で心豊かに暮らせるまちづくり 

市民一人ひとりが自分や家族の健康に関心を持ち、更に市民の健康を増進さ

せていくために、「自分の健康は自分で守り、つくる」という意識を高め、市民

の主体的な健康づくりを推進することで生活習慣病の発症と重症化を予防し、

健康寿命の延伸を目指すとともに、関係機関や地域と連携し誰もが自殺に追い

込まれることのない社会を目指します。 

また、高齢者が、住み慣れた地域でその人らしい生き方を尊重され、安心して

自立した生活が送れるよう、関係者が連携・協働し、高齢者を支えるための体制

づくりを進めます。 
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①市民主体の健康づくりへの支援 

  生活様式の多様化による食生活の変化や運動不足により、肥満や高血圧、

糖尿病等の生活習慣病のあるかたが高い割合で推移しています。また、高

齢期においてはフレイル予防の重要性が高まっており、市民の主体的な健

康づくり活動の推進に取り組む必要があります。このため、食生活改善推

進委員の育成等を通じて地域での健康づくり活動を支援するとともに、市

内事業所や関係機関等と連携し、健康づくりに関する情報を発信します。

さらに、市民の運動習慣の定着に向けた取組等により、健康づくりと介護

予防を一体的に推進します。 

 

【施策の目標値】 

項 目 指標の説明 現況値(R5) 目標値(R12) 

運動習慣者 

１日 30 分以上の軽く汗

をかく運動を週２日以

上、かつ１年以上実施し

ている人の割合 

20-64 歳男性 ：33.7% 

20-64 歳女性 ：24.7% 

65 歳以上男性：43.1% 

65 歳以上女性：41.0% 

20-64 歳男性 ：38.0% 

20-64 歳女性 ：28.3% 

65 歳以上男性：47.0% 

65 歳以上女性：45.1% 

 

②介護予防の推進 

高齢者一人ひとりが年齢を重ねても介護を必要とせず自立した生活を送

れるよう、虚弱高齢者の早期発見、生活習慣病予防と連動した介護予防・

認知症対策の取組を進める必要があることから、訪問を行いながら適切な

サービスにつなげるとともに、高齢者が集う場における出前講座等の開催

により、参加者の健康づくり、介護予防に対する意識付けを行います。ま

た、地域で介護予防を広める人材の養成・育成を進めます。 

 

【施策の目標値】 

項 目 指標の説明 現況値(R5) 目標値(R12) 

要介護認定率 

老年人口に占める

要介護認定者数の

割合 

１９．２％ ２０．０％ 

 

③自殺予防の推進 

    本市の自殺死亡率は国や県を上回っており、市民が身近な人の変化に気

づき、支え合う意識の醸成に取り組む必要があることから、こころの健康
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づくりとして、社会的・経済的な視点も含めた自殺対策の推進とネットワ

ークの強化を図り、生きることの包括的な支援を推進します。 

 

【施策の目標値】 

項 目 指標の説明 現況値(R4) 目標値(R12) 

自殺死亡率 
人口 10 万人当たりの

自殺死亡者数の割合 
２０．５ ２０．０ 

 

 

（２）市民の誰もが生涯現役のまちづくり 

誰もが自分らしく、生涯にわたって「現役」として生きがいのある暮らしを送

るため、性別や年齢、障がいの有無、生活環境や就労状況等により、生き方が制

限されることがないよう、地域全体で支援していく必要があります。 

特に、高齢者や障がい者、生活困窮者等が地域で自立した生活を送るために

は、就労環境の整備が求められることから、関係機関等と連携した取組を進め

ます。 

 

①高齢者の生きがいづくりの推進 

高齢者人口が増加する中、定年延長や年金受給年齢の引き上げ等により、

高齢者のライフスタイルも多様化しています。そのような状況で、高齢者

がこれまで培ってきた知識や技能を活かした活動が社会的な役割や生きが

いづくりにつなげられるよう、シルバー人材センターと連携しながら高齢

者の社会参加機会の創出を図ります。 

 

【施策の目標値】 

項 目 指標の説明 現況値(R5) 目標値(R12) 

シルバー人材セ

ンター会員数 

シルバー人材セ

ンター会員数 
３５３人 ４２０人 

 

②障がい者の自立と社会参加の促進 

障がい者が自分らしく生きがいをもって暮らせるよう、関係機関と連携

して就労機会の充実を図るとともに、企業等の障がい者に対する偏見等を

払拭し雇用につなげる必要があることから、ハローワークや就労支援事業

者、特別支援学校等の関係機関との連携により、障がい者の就労に向けた



36 

 

支援体制をより一層強化します。また、市内事業所に対し、職場環境におけ

る障がい者への合理的配慮の提供義務等について、周知・啓発します。 

 

【施策の目標値】 

項 目 指標の説明 現況値(R5) 目標値(R12) 

障がい福祉事業

所数 

市内障がい福祉サ

ービス事業所数 
１８事業所 ２０事業所 

 

③生活困窮者への自立相談支援及び就労支援の促進     

    生活困窮者と就労可能な生活保護受給者の中には、就労意欲が低いかた

もいることから就労につながりにくく、就職できても短期間で離職してし

まうケースが多いため、経済的・社会的な自立に向けた就労支援に加え、就

労後の定着支援の強化に取り組みます。 

    また、ひきこもりのかたが社会とつながりを持てるよう、民間の支援団

体と連携しながら気軽に相談できる体制や居場所づくりを行う等、ひきこ

もり状態や孤立から脱却することができるための支援が必要であることか

ら、相談支援や就労支援の充実を図ります。 

 

【施策の目標値】 

項 目 指標の説明 現況値(R5) 目標値(R12) 

生活保護受給者

の割合 

推計人口に占める生

活保護受給者の割合 
７．８‰ ７．５‰ 

 

 

（３）安心して子育てできる環境づくり 

共働き世帯や核家族の増加により子育てのあり方は変化しており、従来の育

児サポートの枠では賄えない柔軟な支援が求められています。保護者の就労形

態の多様化等に対応するため、きめ細やかな子育て支援サービスの充実に取り

組むとともに、不登校やひきこもりの子ども等に対して、一人ひとりの状況に

応じた相談対応を進めます。 

 

①子育て支援体制の推進 

こども家庭センターを中心に、子育て広場や各保育園等を、こども家庭

センターサテライトと位置づけ連携することで、地域における相談体制を
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充実させ、子育てに関する悩み等を気軽に相談できる環境を整えるほか、

NPO 法人等との連携による地域全体での子育て支援に向けた意識啓発等子

育てしやすい環境整備を図ります。また、不登校やひきこもり等の問題を

抱える世帯への相談対応等を行い、一人ひとりの状況に応じた支援を実施

します。 

 

【施策の目標値】 

項 目 指標の説明 現況値(R5) 目標値(R12) 

ファミリー・サポ

ート・センター会

員数 

提供会員、両方会

員の合計 
１９１人 ２５０人 

 

 

第４節 権利擁護の充実 ― 第２期妙高市成年後見制度利用促進基本計画 ― 

 

成年後見制度は、認知症、知的障がいその他精神上の障がいにより判断能力が

不十分であるために、預貯金等の財産管理、日常生活に必要な手続きに関して、

そのかたの判断能力を補うために後見人等を選任することにより、本人の不利益

にならないように権利を擁護し、支援する制度です。 

 今後、高齢者人口の増加に伴い、認知症高齢者のほかに身寄りのない高齢者も

増加することが予想され、また、知的障がい者や精神障がい者を取り巻く課題も

複雑化、多様化していることからも、成年後見制度の需要の高まりが見込まれま

す。 

市では、本計画の「誰もがつながり支え合う持続可能な地域共生社会の実現」と

いう基本理念を基に、地域包括支援センターを権利擁護支援の地域連携ネットワ

ーク（※１）の中核機関（※２）として位置づけ、制度の利用促進に向け、「成年

後見制度の周知・啓発」、「利用しやすい環境整備と担い手の支援」、「地域連携ネッ

トワークの機能強化」の３つの施策を掲げ、成年後見制度を含めた権利擁護支援

の計画的な推進を図ります。 
 
※１ 権利擁護支援の地域連携ネットワーク： 

各地域において、現に権利擁護支援を必要としているかたも含めた地域に暮らす全てのかた
が、尊厳のある本人らしい生活を継続し、地域社会に参加できるようにするため、地域や福祉、
行政等に司法を加えた多様な分野・主体が連携するしくみ。 

※２ 中核機関： 
  権利擁護支援を必要とするかたを迅速に適切な支援に繋げるために、各関係機関やチームで

構成された「権利擁護支援のネットワーク」の中心となって全体のコーディネートを担う機関。 
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（１）成年後見制度の周知・啓発 

市民が成年後見制度を正しく理解できるよう、中核機関である地域包括支援

センターと法人後見の受任団体である社会福祉協議会が連携し、様々な媒体や

講座を活用した周知を推進します。 

併せて、権利擁護の支援が必要な時に適切な制度を選択できるよう、権利擁

護に関する制度への理解促進を図るとともに、元気なうちから利用に備える意

識づくりを進めます。 

 

【主な取組】 

 ①市報、ホームページ等に、制度に関する情報を掲載し、周知します。 

②制度を周知する講座（例：地域包括支援センター及び社会福祉協議会による

市民向けの出前講座）及び相談の受け手となる関係者に対する研修会等を開

催します。 

③相談窓口及び専門的な支援の拠点である地域包括支援センター及び社会福祉

協議会の周知を行い、円滑な制度利用を推進します。 

 

【施策の目標値】 

項 目 指標の説明 現況値(R5) 目標値(R12) 

講座、研修会の開

催件数 

市民、関係者向け

の講座、研修会の

開催件数 

２回 ５回 

 

 

（２）利用しやすい環境整備と担い手の支援 

成年後見制度利用の需要増加が見込まれる中、安心して制度を利用できるよ

う、市長申立や申立手続支援、報酬助成により、成年後見制度が必要なかたに

対する支援を的確に行うとともに、相談窓口の充実のほか、親族後見人の支援

に取り組みます。 

 

【主な取組】 

 ①本人の申立てに対する意向を確認したうえで、本人の状態や親族との関係性
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等を踏まえ、適切な申立人の検討と調整を行います。また、本人又は親族に

よる申立てを行う場合にあっては、必要に応じて書類作成の支援等を実施し

ます。 

②成年後見制度利用支援事業により申立費用や後見人等の報酬を助成していく

とともに、制度の動向等をみながら、成年後見制度利用支援事業の見直しを

検討します。 

③社会福祉協議会との情報共有を図り、法人後見を担っている社会福祉協議会

が支援することが望ましいと判断される場合には、法人後見として受任者調

整を行うとともに、活動の支援を行います。 

④親族による支援の促進に向け、実例等を交えて制度の周知啓発を行うととも

に、親族後見人に対する支援として、情報提供や、司法・福祉等専門職から

専門的な助言を得られる体制を構築します。 

 

【取組の目標値】 

項 目 指標の説明 現況値(R5) 目標値(R12) 

書類作成等の申

立支援件数 

本人又は親族申立

てにあたり、書類作

成等の支援件数 

５件 １０件 

 

 

（３）地域連携ネットワークの機能強化 

  司法・福祉等専門職団体や関係機関との連携を更に進め、既存の支援体制の

一層の強化に取り組みます。 

成年後見制度の利用促進にとどまらず、身寄りのないかたへの支援のほか、

地域課題の解決に向けて協議を進めます。 

 

【主な取組】 

 ①妙高市権利擁護支援ネットワーク委員会を定期的に開催し、司法・福祉等専

門職団体や関係機関、家庭裁判所との情報共有や様々な権利擁護支援（成年

後見制度だけでなく、意思決定の支援、日常生活自立支援事業の利用、虐待

やセルフネグレクトへの対応、身寄りなし問題等）の内容について協議しま

す。 
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②権利擁護支援の必要性に応じて、地域包括支援センターの専門職がサービス

担当者会議等に参加し、日常生活自立支援事業等の制度の活用も含め、支援

に関わるケアマネ等への支援を行います。 

③地域連携ネットワーク構成員等の支援者が“権利擁護支援の必要性に気づく

力”を養うことをはじめ、地域包括支援センターとの連携強化や支援体制の

強化を目的として、関係者による合同事例検討会を開催します。 

 

【施策の目標値】 

項 目 指標の説明 現況値(R5) 目標値(R12) 

ケース会議への

参加件数 

権利擁護に関す

るケース会議へ

の参加件数 

２件 ５件 
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第６章 資料編 

（１）第５次妙高市地域福祉計画の策定経過 

【令和７年度】 

６月 25 日 計画検討委員の選任 

 ・総務課 ・企画政策課 ・地域共生課 ・環境生活課 

・健康保険課 ・こども教育課 ・生涯学習課  

・市民税務課 ・福祉介護課  ・妙高市社会福祉協議会 

７月～９月 計画方針等調整 

10 月１日～

12 月 16 日 

素案の協議及び検討 

１月 15 日～

２月 14 日 

パブリックコメント（30 日間実施） 

 ・提出意見 １件 

 

（２）第５次妙高市地域福祉計画検討委員 

役職 所属 氏名 

委員 総務課 平出 千紘 

〃 企画政策課 柴田 潤一 

〃 地域共生課 岩崎 和彦 

〃 環境生活課 畑山 智美 

〃 健康保険課 池田 浩之 

〃 こども教育課 清水 要 

〃 生涯学習課 横山 慎一郎 

〃 市民税務課 山崎 智子 

〃 福祉介護課 畑山 寛法 

〃 福祉介護課 原田 浩成 

〃 福祉介護課 山本 優子 

〃 妙高市社会福祉協議会 尾﨑 達利 

事務局 福祉介護課 道下 啓子 

〃 福祉介護課 安本 祥也 
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